
久慈川・那珂川流域
栃木県減災対策協議会（仮称）

平成２９年６月２日

大田原市、矢板市、那須塩原市、さくら市、那須烏山市、

茂木町、那須町、那珂川町、気象庁宇都宮地方気象台、栃木県
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参考資料



（１）久慈川・那珂川流域栃木県減災対策協議会の設立について
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：渡良瀬川流域

各流域栃木県減災対策協議会（仮称）設置単位区域図

凡例
：久慈川・那珂川流域

：鬼怒川・小貝川上流域

：利根川上流域
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（２）協議会規約第４条に基づく実施事項について

①水害リスク情報や減災に係る取組状況について

②「地域の取組方針」について
・５年間で達成すべき目標
・概ね５年で実施する取組

③「地域の取組方針」に基づく対策のフォローアップについて
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①水害リスク情報や減災に係る取組状況について

・情報伝達、避難計画等に関する事項

・水防に関する事項

・河川管理施設の整備に関する事項
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①水害リスク情報や減災に係る取組状況について

○現状
・一部の県管理河川については、洪水予報を発表しており、関係機関への連絡を行い、住民への周知
を図るとともに、県知事から関係自治体首長に対して情報伝達（ホットライン）をしている。
・一部の市町で、国や県の水位計等の情報を基に避難勧告等を発令している。
・防災行政無線や登録制メール等の情報伝達方法を確保している。

●課題
・避難の判断基準となる情報を、住民一人一人の避難行動に結びつけること。
・避難勧告等が発令されても、避難行動を起こさない住民への対応が課題である。

①情報伝達、避難計画等に関する事項
『想定される浸水リスク情報の周知』、『洪水時における河川水位等の情報提供
等の内容及びタイミング』、『避難勧告等の発令基準』、『避難場所・避難経路』、
『住民等への情報伝達の方法』、『避難誘導体制』

洪水予報情報

避難判断の目安となる水位
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※内閣府 『避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン』より



①水害リスク情報や減災に係る取組状況について

○現状
・一部の市町では、消防本部からメールや無線機等で直接消防団へ連絡している。
・出水期前に、県、警察、消防団等で重要水防箇所や水防倉庫の点検を実施している。

・防災ステーション、水防倉庫等に土嚢袋やロープ、シート等の水防資機材を備蓄している。

●課題
・停電時や電話不通時といった緊急時の情報伝達手段の確保。
・職員や水防団体の安全対策。
・水防活動で必要な水防資機材の種類や数量の見直し。

②水防に関する事項
『河川水位等に係る情報提供』、『河川の巡視区間、水防活動の実施体制』、
『水防資機材の整備状況』、『市町庁舎、災害拠点病院等の水害時における対応』

重要水防箇所等の点検

登録制メール（緊急速報エリア）

の配信 ※真岡市HPより

9



●課題
・未改修区間や堆積土等により、流下能力が阻害されている区間の対応。

③河川管理施設の整備に関する事項
『堤防等河川管理施設の現状の整備状況』

○現状
・整備計画に基づき、河川整備を進めている。

遊水地整備（二宮遊水地）

①水害リスク情報や減災に係る取組状況について
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除去前

堆積土の除去

除去後
田川の堤防強化のイメージ
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②「地域の取組方針」について

・はじめに
・本協議会の構成員
・久慈川・那珂川流域の県管理河川の概要と主な課題
・現状と課題
・減災のための目標
・概ね５年で実施する取組
・フォローアップ



②「地域の取組方針」について

１ はじめに
協議会設立の背景や課題、取組の概要

２ 本協議会の構成員
構成員とそれぞれの構成員が所属する機関、オブザーバー

３ 久慈川・那珂川流域の県管理河川の概要と主な課題
流域の概要、過去の被害状況、河川改修の状況、主な課題

４ 現状と課題
①情報伝達等に関する事項

②水防に関する事項

③河川管理施設の整備に関する事項
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５ 減災のための目標

久慈川・那珂川流域において、二度と被害を出さないという強
い決意のもと、「逃げ遅れによる人的被害０（ゼロ）」を目指す。

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

・広域避難を考慮したハザードマップの作成・周知等

・避難勧告の発令に着目したタイムラインの作成

・防災教育や防災知識の普及

２．洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

・より効率的な水防活動の実施及び水防体制の強化

■５年間で達成すべき目標

■上記目標達成に向けた２本柱の取組

久慈川・那珂川流域の河川において、ハード対策を順次実施することに加え、以
下のソフト対策を実施。
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６ 概ね５年で実施する取組（避難行動のための取組）

■広域避難を考慮したハザードマップの作成・周知等
○想定最大規模の降雨を対象とした洪水浸水想定区域図の策定・公表や氾濫シュミレー
ションの公表を行う。（県）
○水位周知河川の拡大の検討（県）
○洪水浸水想定区域図を反映した洪水ハザードマップの策定・周知を行う。（市町）
○日常から水災害意識の向上を図り、迅速な避難を実現するため、まるごとまちごとハザー
ドマップを整備していく。（市町）
○避難勧告等の判断・伝達マニュアルの見直しを行う。（市町）
○対象地区住民への確実な情報伝達方法の確立（市町）

まるごとまちごとハザードマップの設置の例

想定最大降雨による洪水ハザードマップの作成
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想定最大規模の降雨による浸水想定区域図

電柱等に表示されたサイン



６ 概ね５年で実施する取組（避難行動のための取組）

■避難勧告の発令に着目したタイムラインの作成
○タイムラインの作成及び実践的な訓練の検討。（県・市町）

15

小山市タイムライン
（平成2８年度作成）

タイムラインの策定



６ 概ね５年で実施する取組（避難行動のための取組）
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■防災教育や防災知識の普及
○水防災に関する説明会を開催する。 （県・市町）
○出前講座等を活用した講習会を実施する。（県・市町）
○水位計やライブカメラ情報をリアルタイムで提供。（県）

小中学校における防災教育 河川ライブカメラの映像



■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化
○水防団等への連絡体制の再確認を実施する。 （市町）
○水防団等が参加する洪水に対しリスクが高い区間の共同点検を実施する。 （県・市町）
○水防（防災）訓練を実施する。（県・市町）
○水防活動の担い手となる水防協力団体の募集・指定を促進する。（市町）

６ 概ね５年で実施する取組（水防活動の取組）

警察や消防団との共同点検の実施

水防（防災）訓練の実施
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消防団員の募集
※出典元：宇都宮市HP



７ フォローアップ

○各機関の取組内容については、必要に応じて、防災業務計画や地域防災計画、河川整備計画等に反映
することなどによって責任を明確にし、組織的、計画的、継続的に取り組むことが重要である。

○原則、本協議会を毎年開催し、取組の進捗状況を確認し、必要に応じて取組方針を見直すこととする。
また、実施した取組についても訓練等を通じて習熟、改善を図るなど、継続的なフォローアップを行うこと
とする。

○なお、本協議会は、全国でも早い段階で取組方針をまとめており、今後、全国で作成される他の取組方
針の内容や技術開発の動向等を収集した上で、随時、取組方針を見直すこととする。
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③「地域の取組方針」に基づく対策のフォローアップについて
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減災対策協議会の今後の進め方

◆平成２９年１月～４月
栃木県減災対策協議会（仮称）準備会の実施【第１、２回】

栃木県減災対策協議会設立の趣旨説明
水害リスクの情報や取組状況の確認

◆平成２９年６月２日
久慈川・那珂川流域栃木県減災対策協議会の設立

協議会の設立
規約の決定
水害リスクの情報や取組状況の報告
５年間で達成すべき各流域の目標及び取組方針の決定

◆平成２９年９月～平成３０年４月
各流域栃木県減災対策協議会 連絡会の実施

資料５

◆平成３０年５月～６月
各流域栃木県減災対策協議会の実施

各地域の取組状況の確認
実施予定している取組内容の確認
※年２～３回を予定

各流域減
災対策協
議会

市町

気象
庁

オブザーバー

・直轄河川事務所

・水資源機構

栃木
県

・
・
・

協議会の設置単位、協議会規約（案）の提示
地域の取組方針(案)（概ね５年以内）等の作成

平成３１年度以降も毎年フォローアップを実施


